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１．はじめに 

  

先の東日本大震災の影響や長期にわたる円高による貿易収支の悪化など先の見えない経済状況

下において、また、国における社会保障と税の一体改革などをはじめとする制度改革の過渡期に

あって、平成２３年度を初年度とする白井市第４次総合計画・後期基本計画（平成２３年度～平

成２７年度）に基づくまちづくりを着実に推進するとともに、震災対策、放射線対策及び地域の

活性化などの新たな課題にも対処して行かなければならない。 

 しかしながら、依然として財政調整基金の取崩しに頼らなければならない状況であることから、

財源不足により必要な事業ができないという事態に陥ることがないよう、第４次緊急財政健全化

計画及び行政改革実施計画の取組みなどにより、歳入の確保と歳出の徹底した削減に継続して取

り組んで行かなければならない。 

 平成２４年度は、主に「子育て・介護予防の充実」、「防災機能の強化などによる安心・安全

なまちづくり」、「市民との協働」及び「産業の振興」などに取り組み、本市の活性化と成長を

図る。 

 なお、東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質による環境汚染に係る経費につ

いては、大気中の放射線量の測定及び給食食材や農産物の検査などの経費は計上しているが、除

染対策事業費については、平成２３年度中にパブリック・コメントなどを経て策定される除染実

施計画に基づいて予算化する予定であり、当初予算には計上していない。 

 

 

 

２．本市の財政状況及び財政見通し 

 

（１）本市の財政状況 

 歳入の根幹である市税は、人口の増加に伴う納税義務者の増などにより平成２０年度まで増加

傾向にあったが、団塊世代の退職、リーマンショック後の景気の低迷による業績悪化などに伴い

平成２１年度決算から一転して減少傾向にある。 

平成２２年度決算における歳入面では、市税は、個人市民税が前年度と比べ７．９％減、法人

市民税が３．３％減、固定資産税が０．２％減となり、市税全体では３．７％の減となった。ま

た、国からの交付金関係では、地方交付税が、基準財政需要額の増加、反して基準財政収入額の

減少などにより８３．０％増、地方特例交付金等が９．２％増となった。 

一般財源全体では、１．２％増、歳入全体としては、２．９％減となった。 

 歳出面では、これまで取り組んできた緊急財政健全化計画などにより一定の経費の削減が図ら

れ、平成２２年度決算では、歳出全体として２．５％の減となった。 

しかしながら、扶助費においては、対象人口の増加や制度改正などにより４４．９％増となり

引き続き増加傾向にある。 

また、特別会計への繰出金等では、国民健康保険税の税率改正等により、全体として 

１６．９％減とはなったが、一部事務組合等への負担金など固定的経費の負担が大きい状況にあ
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る。 

 平成２２年度決算における財政の健全性を示す４つの健全化判断比率は、いずれも早期健全化

判断基準を下回っており、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より３．０ポイント

改善し９１．５％となったが、１０年連続で９０％を超えており、依然として財政の硬直化が続

くことが懸念される。 

また、東日本大震災の発生に伴う学校施設の耐震化事業の前倒しなどの防災機能の強化、東京

電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質による環境汚染に係る除染対策及び庁舎整備

事業などが見込まれ、一層厳しい財政状況が続くものと推測される。 

 

 

（２）平成２４年度の財政見通し 

 歳入面では、歳入の根幹である市税収入のうち、個人市民税については、景気の低迷による影

響や高齢化による退職者の増加などに伴う所得の減少により減収が予想されるところではあるが、

年少扶養控除の廃止などの税制改正による増収分が見込まれる。 

法人市民税については、世界的な経済の落ち込みや東日本大震災の影響が懸念されるところで

あり、不透明な状況にあるが、前年度実績などから増収を見込んでいる。 

固定資産税については、宅地開発による家屋の増加などが見込まれるものの、３年毎の評価替

えの年に当たり、評価の見直しにより減収が見込まれる。 

市税全体としては、前年度並みと捉えている。 

 地方交付税や地方特例交付金などの国からの収入については、東日本大震災等の影響もあり現

時点では不透明な状況ではあるが、前年度実績などから微増を見込んではいるものの、一般財源

全体としての伸びは期待できない。 

 一方、歳出面では、事務事業の徹底した見直しにより一層の経費の抑制に努めなければならな

い状況にある。 

人件費については、特別職等の給与及び一般職の管理職手当や地域手当の減額措置などに取り

組んでいるところではあるが、今後とも、定員管理指針に基づく計画的な定員管理の徹底、組織

の見直しや多様な任用制度を活用することなどにより、組織の効率化・スリム化に取り組む必要

がある。 

また、繰出金の抑制や物件費の削減などにも努めなければならない。 

扶助費については、前年度に比べ大幅に減少しているが、これは国の子ども手当に係る制度改

正による影響であり、これに係る経費を除いた場合は増加傾向であり、今後も増加は避けられな

い見通しである。 
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３．予算編成の基本方針 

 

 平成２４年度当初予算編成は、第４次総合計画後期基本計画に基づく実施計画事業を基本とし、

第４次緊急財政健全化計画及び行政改革実施計画の取組みを着実に進め、基金の取崩しを最小限

に抑え、早期に健全な財政構造に改善していくため、職員一人ひとりが事業の費用対効果を見極

め、限られた財源の中で、創意工夫と柔軟な発想を持って、前例にとらわれることなく、次の項

目に十分留意し行うこととし、予算編成を行った。 

 

（１）一般財源ゼロシーリング方式による予算編成 

 平成２４年度当初予算編成においては、景気低迷や東日本大震災等の影響により国の動向も不

透明であり、一般財源の増収が見込めないことから、平成２３年度当初予算における事業ごとの

一般財源充当額をシーリング額として、その範囲内で要求することを原則とする一般財源のゼロ

シーリング方式を採用することとした。 

 予算要求に当たっては、次の事項に留意すること。 

① 予算要求前には、各部課等において要求内容の自己査定の実施を徹底し、シーリング額を超

えないよう、課内・部内で十分調整したうえで予算要求すること。 

② 要求額の算定に当たっては、事業費や事務量の増減要因を十分検証するとともに、予算要求

が過大又は過小とならないよう責任を持って予算要求すること。 

③ 事務事業評価結果を真摯に受け止め、あらかじめ要求段階で再度事業を検証し、事務事業評

価結果を踏まえた予算要求を徹底すること。 

    

（２）事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底 

事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底により、事業の効率的かつ効果的な運営に努めなが

ら、事業費の抑制を図るために、所期の目的を達成した事業や成果が上がっていない事業は、事

業全体を検証し、新たな市民ニーズに応える新規事業を実施していくために、必要性が低下した

事業は廃止や凍結を徹底することとした。 

事業のスクラップ・アンド・ビルドに当たっては、次の事項に留意すること。 

① 新規事業を行う場合は、事業に充てる経費は、原則、既存の事業の見直しによって捻出する

こと。 

② 事務事業評価において拡充などの評価結果を受けた事業についても、シーリング額の範囲内

で要求することとなるので、各部課等においては真に必要な事業の取捨選択を厳しく行うこと。 

③ 国・県予算編成方針等の変更により、国・県からの財政支援が見込めなくなった事業につい

ては、事業見直しの好機と捉え、先例にとらわれることなく、社会経済状況、市民ニーズなど

幅広い視点で事業自体の在り方から見直すこと。 

④ 事業の実施方法や内容の見直しなどの創意工夫により、市民やＮＰＯなどとの分担・協働が

期待できる事業はないか、また、経費の節減が図れる部分はないか、今一度精査すること。 

⑤ 類似の事業や一部重複する事業を他の部署で行っている部分は、部課等の所管の範囲を超え、

十分な調整のうえ、統合や廃止などの見直しを行うこと。 
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（３）重点事業の選定 

重点事業は、限られた財源の中で、後期基本計画及び実施計画の着実な推進を図るため、原則

として後期基本計画の重点施策に位置付けられたもので、事務事業評価結果により拡充・重点化

することとしたもの、市民生活に大きな影響があるものや新たに取り組むこととしたもの、さら

には、社会経済状況から早期に対処する必要があるものなどの中から、優先度・重要度などを考

慮して選定する。 

このことから、平成２４年度は、子育て・介護予防の充実、防災機能の強化などによる安心・

安全なまちづくり、市民との協働、産業の振興などの推進に重点的に取り組むこととする。 

 

（４）市民要望の的確な把握 

 市民からの要望に基づいた、それぞれの地域における懸案事項や市民生活に密着した事業につ

いては的確に把握し、緊急性・重要性などによる事業の優先順位付け及び事業内容の精査を行う

とともに、予算要求に当たっては、効率的かつ効果的な事業実施の手法を選択すること。 

 

（５）事業仕分けの取り扱い 

事業仕分け判定結果の取扱いは、平成２３年度事業仕分け判定結果取り扱い要領に基づいて、

速やかに事業の見直し・検証等を行い、市の対応方針を決定し、原則平成２４年度当初予算及び

事業計画に反映させること。 

 

（６）歳入の確保 

 国・県の予算編成の動向は、現時点では不透明な状況ではあるものの、本市の予算編成に大き

な影響を及ぼすので、その動向を十分注視したうえで積極的に補助金などを活用し、可能な限り

特定財源の確保に努めること。 

 また、自主財源の確保を図るため、市税をはじめ上下水道料金、保育料、給食費等について、

徴収体制を強化することなどにより、未収金を減らし、前年度の徴収率の確保や向上に向けて取

り組むとともに、自主財源の上積みを図るため、市有地の状況を把握したうえで公共的な利用が

見込めない土地については売却処分などを進めること。 

 

（７）予算編成過程の公表 

 当初予算編成に当たっては、予算編成の透明性と市民への説明責任の向上を図るため、市民を

対象とした当初予算編成方針説明会を開催することとする。 

また、予算編成過程の公表を行うこととする。 

 予算編成過程の公表は、財政課による査定、市長による査定が終了した段階において、各部課

等からの要求状況及び査定状況を市ホームページ及び情報公開コーナーにおいて公表する。 
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４．当初予算規模 

 

 ・一般会計      １６２億９，７６３万円   （対前年度比  ０．６％減） 

 ・特別会計（５会計）  ９９億１，４５７万４千円 （対前年度比  １．８％増） 

   合 計        ２６２億１，２２０万４千円 （対前年度比  0．３％増） 

 ・水道事業会計 

  収益的支出（３条予算）  ４億２，１０９万１千円（対前年度比  ０．７％増） 

  資本的支出（４条予算）    ９，７４５万５千円（対前年度比 １９．２％増） 

 

 

 

５．当初予算の主な内容（一般会計） 

 

 一般会計当初予算の規模は、七次台小学校校舎増築事業、学区変更に係る七次台小学校通学路

整備等の市道新設改良事業、工業団地アクセス道路整備事業、市役所庁舎整備事業などの普通建

設事業費、住宅リフォーム事業補助金、印西地区消防組合負担金、北総鉄道運賃値下げ支援補助

金などの補助費等や公債費などの増額がある一方で、制度改正による子ども手当の大幅な減額に

よる扶助費や特別会計への繰出金などの減額により、１６２億９，７６３万円、前年度比 

０．６％減となった。 

 なお、前年度予算との比較において影響の大きい子ども手当に係る関係経費を除いた場合、 

１５２億３，０１６万６千円、前年度比３．４％増となる。 

 

  （参考） 

 ・国家予算の伸び（一般会計）      ２．２％減 

 ・地方財政計画の伸び（通常収支分）   ０．８％減 

 ・千葉県予算の伸び（一般会計）     ２．６％増 

 

（１） 歳 入 

① 市 税 

  歳入の根幹をなす市税は、固定資産税については宅地開発による家屋の増加などが見込まれ

るものの、３年毎の評価替えの年に当たり、評価の見直しにより減収が見込まれる一方、市民

税については景気の低迷による影響や高齢化による退職者の増加などに伴う所得の減少により

減収が予想されるところではあるが、年少扶養控除の廃止などの税制改正による増収分が見込

まれることなどから、前年度比０．２％増の８４億７，３６９万７千円を計上した。 

 

② 地方譲与税、交付金 

  地方譲与税は、平成２３年度の交付状況や国の地方財政収支見通しなどから、前年度比 

７．４％減の１億５，１００万円を計上した。 
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  また、利子割交付金は前年度比１７．４％減の１，９００万円、配当割交付金は前年度比 

８８．９％増の１，７００万円、株式等譲渡所得割交付金は前年度比１０．９％減の４９０万

円、地方消費税交付金は前年度比９．４％減の４億２，４００万円、ゴルフ場利用税交付金は

前年度比８．０％増の２，７００万円、自動車取得税交付金は前年度比２７．１％減の 

３，５００万円、地方特例交付金は前年度比３１．７％減の８，２００万円、交通安全対策特

別交付金は前年度同額の７５０万円を計上した。 

 

③ 地方交付税 

  地方交付税は、平成２３年度の交付状況や平成２４年度の市税の収入見込、国の地方財政収

支見通しなどを総合的に検討した結果、前年度比１７．６％増の１２億６，３００万円を計上

した。 

 

④ 分担金及び負担金 

  分担金及び負担金は、保育所運営費負担金（平成２３年度に開設した白井ふじ保育園・こざ

くら保育園）や一時保育事業負担金などの増額により、前年度比６．３％増の２億６，０７４

万４千円を計上した。 

 

⑤ 使用料及び手数料 

 使用料及び手数料は、総合保健センター使用料などの減額を見込んでいるものの、諸証明 

（戸籍等証明・住民票等証明・印鑑証明等）、粗大ごみ処理手数料などの増額により、前年度

比２．０％増の１億１，１０３万１千円を計上した。 

 

⑥ 国・県支出金 

  国庫支出金は、障害者自立支援給付費負担金、公立学校整備費負担金などの増額を見込んで

いるものの、子ども手当交付金、生活保護費負担金、安全・安心な学校づくり交付金などの減

額により、前年度比２０．６％減の１８億２，０３５万９千円を計上した。 

  なお、前年度予算との比較において影響の大きい子ども手当に係る関係経費を除いた場合、

前年度比５．８％増の１０億２，６５２万６千円となる。 

  また、県支出金は、障害者自立支援給付費負担金、国民健康保険保険基盤安定負担金、子ど

も医療費助成事業補助金など増額を見込んでいるものの、子ども手当県負担金、児童厚生施設

等整備費補助金、ふるさと雇用再生特別基金事業補助金などの減額により、前年度比３．４％

減の８億４，９４６万８千円を計上した。 

  なお、前年度予算との比較において影響の大きい子ども手当に係る関係経費を除いた場合、

前年度比０．２％増の７億１，５００万７千円となる。 

 

⑦ 財産収入 

  財産収入は、普通財産の貸付料や基金利子などの増額により、前年度比１．５％増の 

５７０万８千円を計上した。 
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⑧ 繰入金 

  繰入金は、歳入の確保と歳出の徹底した削減により予算規模を抑制したところではあるが、

必要な事業を実施するための財源不足に対応するため、財政調整基金からの繰入金を前年度比

６５．８％増の４億３，９１７万２千円を計上した。 

  繰入金全体では、更に小学校校舎増築事業に係る教育施設基金繰入金などの増額により、前

年度比６９．６％増の５億５，６８３万６千円を計上した。 

 

⑨ 市 債 

  市債は、臨時財政対策債などの減額を見込んでいるものの、七次台小学校校舎増築事業、七

次台小学校校舎大規模改修事業などの増額により、前年度比６．３％増の１３億２，８６０万

円を計上した。 

 

（２） 歳 出 

【 目的別歳出 】 

① 議会費…議会費は、議会議員人件費（議会議員年金給付費負担金）などにより、前年度比 

１６．１％増の２億２，１４４万３千円を計上した。 

 

② 総務費…総務費は、事業仕分け事業、市役所庁舎整備事業（庁舎整備検討委託料）、鉄道 

交通推進事業（北総鉄道運賃値下げ支援補助金）、地域活性化推進事業（公共施設の管理

運営のあり方を調査研究）、千葉県知事選挙に要する経費などの増額を見込んでいるもの

の、防犯対策事業（安全安心パトロール事業委託料）、千葉県議会議員選挙費、白井市議

会議員選挙費、白井市農業委員会選挙費などの減額により、前年度比０．３％減の２０億

２，２９４万４千円を計上した。 

 

③ 民生費…民生費は、保健福祉センター管理運営に要する経費（保健福祉総合システム改修 

委託料）、自立支援給付に要する経費（障害福祉サービス扶助費）、後期高齢者医療広域

連合納付金に要する経費（千葉県後期高齢者医療広域連合負担金）、私立保育所等入所児

童に要する経費（保育所入所児童委託料）、家庭的保育事業（保育者を育成）、放射能対

策事業に要する経費などの増額を見込んでいるものの、学童保育所事業（白井第三小学校

第２学童保育所設置工事）、子ども手当に要する経費（子ども手当）、生活保護扶助に要

する経費（医療費扶助）などの減額により、前年度比１０．９％減の４６億９，３７０万

９千円を計上した。 

 なお、前年度予算との比較において影響の大きい子ども手当に係る関係経費を除いた場

合、前年度比０．４％増の３６億２，６２４万５千円となる。 

 

④ 衛生費…衛生費は、子ども医療費助成事業（通院費助成を小学校６年生まで拡大）、省資 

源・省エネルギー推進事業（住宅用太陽光発電システム設置補助金）、放射能対策事業に

要する経費などの増額を見込んでいるものの、柏・白井・鎌ヶ谷環境衛生組合事業（負担
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金）、火葬場・斎場・墓園事業（印西地区環境整備事業組合負担金）、不法投棄防止対策

事業（不法投棄監視パトロール事業委託料）などの減額により、前年度比１．５％減の 

２０億９，５０６万２千円を計上した。 

 

⑤ 農林水産業費…農林水産業費は、農業生産技術・経営改善支援事業（輝けちばの園芸産地 

整備支援事業補助金）、農産物ブランド化推進事業（販路拡大・販売促進活動に対する支

援）、遊休農地解消事業（機械器具備品購入費）、放射能対策事業に要する経費などによ

り、前年度比１３．８％増の１億２，４１６万４千円を計上した。 

 

⑥ 商工費…商工費は、企業誘致推進事業（企業立地奨励金）、放射能対策事業に要する経費 

などの増額を見込んでいるものの、中小企業活性化支援事業（(仮) 白井市商工振興条例

策定意識調査業務委託料）などの減額により、前年度比８．３％減の１億６，１９６万 

６千円を計上した。 

 

⑦ 土木費…土木費は、交通安全施設整備事業（施設整備工事）、市道維持修繕事業（急傾斜 

地崩壊危険区域測量委託）、工業団地アクセス道路整備事業（測量設計委託）、市道新設

改良事業（学区変更に係る七次台小学校通学路新設改良工事）、橋梁新設改良事業（神崎

川改修道路整備費負担金）、水路維持改修事業（水路改修工事）、建築物耐震化支援事業

（耐震診断・耐震改修に対する助成）、住宅リフォーム助成事業に要する経費（補助金）、

限定特定行政庁・事務処理移行推進事業(建築指導総務事務に要する経費)、放射能対策事

業に要する経費などにより、前年度比１６．７％増の８億８，６２５万９千円を計上した。 

 

⑧ 消防費…消防費は、印西地区消防組合事業（負担金）、救急用備品に要する経費（AED 更 

新のための機械器具費）、地域防災計画推進事業（総合ハザードマップの作成など地域防

災計画修正委託料）などにより、前年度比８．０％増の１１億６，４１１万３千円を計上

した。 

 

⑨ 教育費…教育費は、教育の情報化推進事業（情報システムコンサルティング委託料）、学 

校安全対策事業（小学校児童安全対策事業委託料）、小学校施設改修事業（清水口小学校

体育館耐震補強工事等の実施設計及び白井第一小学校校舎耐震補強工事等の基本設計委託

料）、小学校校舎増築事業（七次台小学校校舎増築工事及び施工監理委託料）、中学校施

設改修事業（大山口中学校体育館耐震補強工事等の実施設計委託料）、ニート・ひきこも

り対策事業に要する経費（相談委員謝礼）、プラネタリウム館営繕事業（営繕検討委員謝

礼、プラネタリウム用備品購入費）、放射能対策事業に要する経費などにより、前年度比

１１．３％増の２４億２，２０２万７千円を計上した。 

 

⑩ 公債費…公債費は、近年借り入れた地方債の元金の償還が始まったことにより、前年度比 

４．５％増の１４億７，２２６万３千円を計上した。 
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⑪ 諸支出金…諸支出金は、下水道事業特別会計、学校給食共同調理場事業特別会計、介護保 

険特別会計保険事業勘定への基準内繰出金の減額により、前年度比３．２％減の 

９億９，３６７万８千円を計上した。 

 

【 性質別歳出 】 

① 人件費…人件費は、議員報酬・手当、議会議員年金給付費負担金、非常勤特別職の報酬、 

常勤特別職等の給与及び平成２４年度に在籍する職員の給与関係経費など、前年度比 

１．０％増の３３億３，１１０万７千円を計上した。 

 

② 物件費…物件費は、庁舎などの維持管理経費、各施設の指定管理委託料、情報化推進事業、 

公園緑地等管理経費、学校補助教員配置事業、小・中学校用備品購入費など、前年度比 

４．５％増の２４億８，０４３万１千円を計上した。 

 

③ 扶助費…扶助費は、障害福祉サービス費、保育所入所児童委託料、子ども・小学生医療費、 

要保護・準要保護児童生徒援助費などを見込んでいるものの、子ども手当、生活保護扶助

費、子宮頸がん等ワクチン接種助成費などの減額により、前年度比１３．８％減の３４億

３，６４５万円を計上した。 

 なお、前年度予算との比較において影響の大きい子ども手当に係る関係経費を除いた場

合、前年度比３．４％増の２３億７，５７７万円となる。 

 

④ 補助費等…補助費等は、北総鉄道運賃値下げ支援補助金、輝けちばの園芸産地整備支援事 

業補助金、企業立地奨励金、住宅リフォーム事業補助金、印西地区消防組合負担金など、

前年度比２．９％増の３０億９，５５０万３千円を計上した。 

 

⑤ 普通建設事業費…普通建設事業費は、交通安全施設整備事業、市道維持修繕事業、工業団 

アクセス道路整備事業、市道新設改良事業、橋梁新設改良事業、水路改修事業、清水口小

学校体育館改修工事に係る実施設計委託料、七次台小学校校舎増築工事及び工事に係る施

工監理委託料、大山口中学校体育館改修工事に係る実施設計委託料など、前年度比 

２１．５％増の１２億４，６８７万７千円を計上した。 

 

⑥ 公債費…公債費は、近年借り入れた地方債の元金の償還が始まったことにより、前年度比 

   ４．５％増の１４億７，２２６万３千円を計上した。 

 

⑦ 繰出金…繰出金は、下水道事業特別会計、学校給食共同調理場事業特別会計、介護保険特 

別会計保険事業勘定への基準内繰出金の減額により、前年度比４．０％減の 

１０億８，０５１万５千円を計上した。 
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６．平成24年度当初予算

（１）総　括　表

　・一般会計及び特別会計

平成24年度当初 平成23年度当初 増減額 伸　率

16,297,630 16,387,787 -90,157 -0.6

国民健康保険事業勘定 5,749,616 5,450,848 298,768 5.5

介護保険保険事業勘定 2,210,717 2,443,529 -232,812 -9.5

後期高齢者医療 385,995 332,985 53,010 15.9

下水道事業 1,083,749 1,015,535 68,214 6.7

学校給食共同調理場事業 484,497 495,639 -11,142 -2.2

小　　計 9,914,574 9,738,536 176,038 1.8

26,212,204 26,126,323 85,881 0.3

　・水道事業会計（公営企業）

平成24年度当初 平成23年度当初 増減額 伸　率

収益的収入 421,091 418,134 2,957 0.7

収益的支出 421,091 418,134 2,957 0.7

資本的収入 69,321 55,412 13,909 25.1

資本的支出 97,455 81,736 15,719 19.2

水
道
事
業

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

区　　分

特
別
会
計

一　　般　　会　　計

合　　　　計

区　　分
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（２）一般会計

　１．歳　入
　　①．款　別 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

8,473,697 52.0 8,459,556 51.6 14,141 0.2
151,000 0.9 163,000 1.0 -12,000 -7.4
19,000 0.1 23,000 0.1 -4,000 -17.4
17,000 0.1 9,000 0.1 8,000 88.9
4,900 0.0 5,500 0.0 -600 -10.9

424,000 2.6 468,000 2.9 -44,000 -9.4
27,000 0.2 25,000 0.2 2,000 8.0
35,000 0.2 48,000 0.3 -13,000 -27.1
82,000 0.5 120,000 0.7 -38,000 -31.7

1,263,000 7.7 1,074,000 6.6 189,000 17.6
7,500 0.0 7,500 0.0 0 0.0

260,744 1.6 245,275 1.5 15,469 6.3
111,031 0.7 108,851 0.7 2,180 2.0

1,820,359 11.2 2,291,651 14.0 -471,292 -20.6
849,468 5.3 879,161 5.4 -29,693 -3.4

5,708 0.0 5,622 0.0 86 1.5
3,111 0.0 3,001 0.0 110 3.7

556,836 3.4 328,296 2.0 228,540 69.6
200,000 1.2 200,000 1.2 0 0.0
657,676 4.1 673,518 4.1 -15,842 -2.4

1,328,600 8.2 1,249,856 7.6 78,744 6.3

16,297,630 100.0 16,387,787 100.0 -90,157 -0.6

１１．交通安全対策特別交付金
１２．分担金及び負担金

１９．繰越金
２０．諸収入

１７．寄附金
１８．繰入金

区　　　　　　分

  １．市税
  ２．地方譲与税

伸　率
平成24年度 平成23年度

  ３．利子割交付金

  ６．地方消費税交付金
  ７．ゴルフ場利用税交付金
  ８．自動車取得税交付金

  ４．配当割交付金
  ５．株式等譲渡所得割交付金

  ９．地方特例交付金
１０．地方交付税

１３．使用料及び手数料
１４．国庫支出金
１５．県支出金
１６．財産収入

２１．市債

合　　　　計

　　②．財源内訳

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

  １．市税 8,473,697 52.0 8,459,556 51.6 14,141 0.2
  ２．分担金及び負担金 260,744 1.6 245,275 1.5 15,469 6.3
  ３．使用料及び手数料 111,031 0.7 108,851 0.7 2,180 2.0
  ４．財産収入 5,708 0.0 5,622 0.0 86 1.5
  ５．諸収入 657,676 4.1 673,518 4.1 -15,842 -2.4
  ６．その他 759,947 4.6 531,297 3.2 228,650 43.0

小　　計（１～６） 10,268,803 63.0 10,024,119 61.1 244,684 2.4
  ７．地方交付税 1,263,000 7.7 1,074,000 6.6 189,000 17.6
  ８．国庫支出金 1,820,359 11.2 2,291,651 14.0 -471,292 -20.6
  ９．県支出金 849,468 5.3 879,161 5.4 -29,693 -3.4
１０．市　債 1,328,600 8.2 1,249,856 7.6 78,744 6.3
１１．その他 767,400 4.6 869,000 5.3 -101,600 -11.7

小　　計（７～１１） 6,028,827 37.0 6,363,668 38.9 -334,841 -5.3
16,297,630 100.0 16,387,787 100.0 -90,157 -0.6

（注）「自主財源（その他）」…寄附金、繰入金、繰越金
　　　「依存財源（その他）」…地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

平成24年度 平成23年度
伸　率

（単位：千円、％）

自
主
財
源

依
存
財
源

合　　　　計

区分
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　２．歳　出
　　①．目的別 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

221,443 1.4 190,770 1.2 30,673 16.1
2,022,944 12.4 2,028,813 12.4 -5,869 -0.3
4,693,709 28.8 5,267,370 32.1 -573,661 -10.9
2,095,062 12.9 2,126,408 13.0 -31,346 -1.5

124,164 0.8 109,101 0.7 15,063 13.8
161,966 1.0 176,689 1.1 -14,723 -8.3
886,259 5.4 759,285 4.6 126,974 16.7

1,164,113 7.1 1,077,512 6.6 86,601 8.0
2,422,027 14.9 2,176,093 13.3 245,934 11.3

2 0.0 2 0.0 0 0.0
1,472,263 9.0 1,409,389 8.6 62,874 4.5

993,678 6.1 1,026,355 6.2 -32,677 -3.2
40,000 0.2 40,000 0.2 0 0.0

16,297,630 100.0 16,387,787 100.0 -90,157 -0.6

　　②．性質別 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

3,331,107 20.5 3,298,334 20.1 32,773 1.0
うち職員給 2,289,413 14.0 2,279,540 13.9 9,873 0.4

3,436,450 21.1 3,985,459 24.3 -549,009 -13.8
1,472,263 9.0 1,409,389 8.6 62,874 4.5  ３．公債費

１１．公　債　費
１２．諸支出金

伸　率
平成24年度 平成23年度

  ３．民　生　費

区　　　　　　分

  １．議　会　費
  ２．総　務　費

伸　率

  ４．衛　生　費

  ８．消　防　費
  ９．教　育　費
１０．災害復旧費

  ７．土　木　費

  ５．農林水産業費

  １．人件費

  ２．扶助費

平成23年度平成24年度

  ６．商　工　費

合　　　　計

区　　　　　　分

１３．予　備　費

1,472,263 9.0 1,409,389 8.6 62,874 4.5
8,239,820 50.6 8,693,182 53.0 -453,362 -5.2
2,480,431 15.2 2,373,326 14.5 107,105 4.5

42,485 0.3 43,485 0.3 -1,000 -2.3
3,095,503 19.0 3,007,035 18.4 88,468 2.9

1,224 0.0 942 0.0 282 29.9
32,773 0.2 40,284 0.2 -7,511 -18.6
38,000 0.2 38,000 0.2 0 0.0

1,080,515 6.6 1,125,425 6.9 -44,910 -4.0
1,246,877 7.7 1,026,106 6.3 220,771 21.5

うち補助事業費 734,851 4.5 400,901 2.4 333,950 83.3
うち単独事業費 512,026 3.1 625,205 3.8 -113,179 -18.1

2 0.0 2 0.0 0 0.0
40,000 0.2 40,000 0.2 0 0.0

16,297,630 100.0 16,387,787 100.0 -90,157 -0.6

１２．災害復旧費

  ７．積立金

  ３．公債費

  ６．補助費等

１３．予備費

  ５．維持補修費

合　　　　計

  ８．投資及び出資金
　９．貸付金
１０．繰出金
１１．普通建設事業費

義務的経費　小計（１～３）
  ４．物件費
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１．一般会計当初予算規模の推移
（単位：千円、％）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
予算規模 14,707,000 16,387,000 15,700,000 15,817,125 16,387,787 16,297,630
伸び率 1.0 11.4 -4.2 0.7 3.6 -0.6

1.3 -0.3 -1.0 -0.5 1.7 2.6
4.0 0.2 6.6 4.2 -4.5 -2.2

-0.0 0.3 -1.0 -0.5 0.5 -0.8

注）平成２４年度の地財計画の伸び率は、通常収支分のみ。

２．主な市税の推移
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
4 481 555 4 577 433 4 528 760 4 191 467 4 071 492 4 202 356

区　　分
白
井
市

千葉県
国

市民税

地財計画

区　　分

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

一般会計当初予算規模の推移

4,481,555 4,577,433 4,528,760 4,191,467 4,071,492 4,202,356
3,350,758 3,493,117 3,528,195 3,521,839 3,572,364 3,363,004

960,002 964,705 947,230 917,223 1,005,041 908,337
8,792,315 9,035,255 9,004,185 8,673,923 8,648,897 8,473,697

注）平成１９年度～平成２２年度は決算額、平成２３年度は見込み、平成２４年度は当初予算である。
注）その他の税には、都市計画税を含む。

合　　計

 市民税
 固定資産税
 その他の税

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

一般会計当初予算規模の推移

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

市税の推移

市民税 固定資産税 その他の税
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３．経常一般財源等の推移（減税補てん債、臨時財政対策債を含む）
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
8,238,326 8,453,084 8,423,287 8,096,751 8,071,746 7,937,162

177,432 170,782 160,671 157,201 152,000 151,000
240,131 339,024 424,535 879,008 989,020 1,133,000
489,411 458,408 711,457 1,052,256 977,510 973,000

0 0 0 0 0 0
825,592 808,853 771,650 766,195 699,786 649,855

9,970,892 10,230,151 10,491,600 10,951,411 10,890,062 10,844,017

注）平成１９年度～平成２２年度は決算額、平成２３年度は見込み、平成２４年度は当初予算である。

４．歳出規模の推移（普通会計ベース）
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

合　　計

 地方譲与税
 普通交付税
 臨時財政対策債

区　　分
 市税

 減税補てん債
 その他

区　　分

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

経常一般財源等の推移

市税 地方譲与税 普通交付税 臨時財政対策債 減税補てん債 その他

平 年 平 年 平 年 平 年 平 年 平 年
3,202,551 3,117,509 3,258,922 3,236,137 3,381,680 3,357,093
1,736,876 1,973,750 2,226,373 3,227,075 3,814,621 3,436,450
2,072,351 1,676,613 2,085,692 1,543,540 1,411,989 1,472,263
2,519,185 2,374,127 2,537,894 2,448,348 2,849,508 2,935,249
2,422,751 2,806,430 3,538,365 2,724,341 3,130,092 3,095,804

951,465 1,118,266 1,195,020 1,052,056 822,868 859,309
1,990,548 3,196,770 2,216,395 1,763,455 1,982,361 1,247,269

496,442 488,819 328,756 956,863 611,169 157,484
15,392,169 16,752,284 17,387,417 16,951,815 18,004,288 16,560,921

注）平成１９年度～平成２２年度は決算額、平成２３年度は見込み、平成２４年度は当初予算である。
注）普通会計とは、地方財政統計上、全国統一的に用いられる会計区分。

 繰出金
 普通建設事業費
 その他

合　　計

 人件費

 補助費等

 扶助費
 公債費
 物件費

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

経常一般財源等の推移

市税 地方譲与税 普通交付税 臨時財政対策債 減税補てん債 その他

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

歳出規模の推移

人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 繰出金 普通建設事業費 その他
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５．基金の推移
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
2,187,372 2,003,806 1,723,722 2,246,801 2,388,576 1,950,054

613 613 614 614 615 616
660,159 547,829 397,397 459,176 443,313 322,224

2,848,144 2,552,248 2,121,733 2,706,591 2,832,504 2,272,894

注）平成１９年度～平成２２年度は決算額、平成２３年度、平成２４年度は見込みである。
注）土地開発基金を除く。

６．年度末地方債残高等の推移
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

合　　計

区 分

区　　分
 財政調整基金
 減債基金
 その他目的基金

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

基金の推移

財政調整基金 減債基金 その他目的基金

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
13,921,868 13,867,071 13,184,944 13,185,323 13,225,858 14,052,772
3,545,864 2,821,868 2,331,041 2,643,533 2,302,741 1,782,494

17,467,732 16,688,939 15,515,985 15,828,856 15,528,599 15,835,266

注）平成１９年度～平成２２年度は決算額、平成２３年度、平成２４年度は見込みである。

合　　計

 地方債残高
 債務負担行為支出予定額

区　　分

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

地方債残高等の推移

地方債残高 債務負担行為支出予定額

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

千円

年度

基金の推移

財政調整基金 減債基金 その他目的基金
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（３）国民健康保険特別会計事業勘定

　１．歳　入 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

1,793,071 31.2 1,702,560 31.2 90,511 5.3
1,169,282 20.3 1,149,024 21.1 20,258 1.8

171,556 3.0 152,759 2.8 18,797 12.3
1,498,561 26.1 1,357,044 24.9 141,517 10.4

233,967 4.1 219,383 4.0 14,584 6.6
607,014 10.5 607,786 11.2 -772 -0.1

1 0.0 1 0.0 0 0.0
253,020 4.4 239,647 4.4 13,373 5.6
20,001 0.3 20,001 0.4 0 0.0
3,143 0.1 2,643 0.0 500 18.9

5,749,616 100.0 5,450,848 100.0 298,768 5.5

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

45,277 0.8 45,670 0.8 -393 -0.9
3,880,468 67.5 3,721,031 68.3 159,437 4.3

832,127 14.5 734,798 13.5 97,329 13.2
1,042 0.0 2,207 0.0 -1,165 -52.8

49 0.0 101 0.0 -52 -51.5
328,312 5.7 290,014 5.3 38,298 13.2
607,017 10.6 607,791 11.2 -774 -0.1
37,222 0.6 32,134 0.6 5,088 15.8

伸　率
平成24年度 平成23年度

  ８．繰入金
  ７．財産収入

  ３．療養給付費等交付金

区　　　　　　分

  １．国民健康保険税
  ２．国庫支出金

区　　　　　　分

　５．老人保健拠出金
　６．介護納付金
　７．共同事業拠出金

　１．総務費

　８．保健事業費

伸　率

（単位：千円、％）
平成23年度

  ４．前期高齢者交付金
  ５．県支出金
  ６．共同事業交付金

平成24年度

  ９．繰越金

　３．後期高齢者支援金等
　４．前期高齢者納付金等

１０．諸収入

　２．保険給付費

合　　　　計

37,222 0.6 32,134 0.6 5,088 15.8
1 0.0 1 0.0 0 0.0

8,101 0.1 7,101 0.1 1,000 14.1
10,000 0.2 10,000 0.2 0 0.0

5,749,616 100.0 5,450,848 100.0 298,768 5.5合　　　　計

　８．保健事業費
　９．基金積立金
１０．諸支出金
１１．予備費
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（４）介護保険特別会計保険事業勘定

　１．歳　入 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

558,793 25.3 549,025 22.5 9,768 1.8
69 0.0 67 0.0 2 3.0

399,944 18.1 449,063 18.4 -49,119 -10.9
619,878 28.0 712,437 29.2 -92,559 -13.0
309,167 14.0 334,926 13.7 -25,759 -7.7

1 0.0 101 0.0 -100 -99.0
322,861 14.6 397,906 16.2 -75,045 -18.9

3 0.0 3 0.0 0 0.0
1 0.0 1 0.0 0 0.0

2,210,717 100.0 2,443,529 100.0 -232,812 -9.5

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

44,597 2.0 43,971 1.8 626 1.4
2,118,478 95.8 2,357,330 96.5 -238,852 -10.1

1 0.0 1 0.0 0 0.0
41,836 1.9 36,382 1.5 5,454 15.0

1 0.0 104 0.0 -103 -99.0
804 0.0 741 0.0 63 8.5

5,000 0.3 5,000 0.2 0 0.0

2,210,717 100.0 2,443,529 100.0 -232,812 -9.5

５．県支出金

２．分担金及び負担金

平成24年度 平成23年度
伸　率

１．保険料

区　　　　　　分

３．国庫支出金
４．支払基金交付金

合　　　　計

６．財産収入
７．繰入金
８．諸収入
９．繰越金

２．保険給付費
３．財政安定化基金拠出金

（単位：千円、％）

区　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

伸　率

１．総務費

合　　　　計

５．基金積立金
６．諸支出金
７．予備費

４．地域支援事業費

, , , , ,

（５）後期高齢者医療特別会計

　１．歳　入 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

331,226 85.9 285,088 85.6 46,138 16.2
51,885 13.4 45,566 13.7 6,319 13.9
2,883 0.7 2,330 0.7 553 23.7

1 0.0 1 0.0 0 0.0

385,995 100.0 332,985 100.0 53,010 15.9

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

7,339 1.9 6,877 2.1 462 6.7
376,215 97.4 324,107 97.3 52,108 16.1

1,441 0.4 1,001 0.3 440 44.0
1,000 0.3 1,000 0.3 0 0.0

385,995 100.0 332,985 100.0 53,010 15.9

合 計

区　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

伸　率

１．後期高齢者医療保険料
２．繰入金
３．諸収入
４．繰越金

合　　　　計

（単位：千円、％）

区　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

伸　率

１．総務費
２．後期高齢者医療広域連合納付金

３．諸支出金
４．予備費

合　　　　計
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（６）下水道事業特別会計

　１．歳　入 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

8,868 0.8 6,442 0.6 2,426 37.7
708,211 65.4 705,613 69.5 2,598 0.4
116,000 10.7 73,200 7.2 42,800 58.5
67,169 6.2 84,379 8.3 -17,210 -20.4
20,000 1.8 20,000 2.0 0 0.0

1 0.0 1 0.0 0 0.0
163,500 15.1 125,900 12.4 37,600 29.9

1,083,749 100.0 1,015,535 100.0 68,214 6.7

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

803,756 74.2 744,521 73.3 59,235 8.0
278,993 25.7 270,014 26.6 8,979 3.3

1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

1,083,749 100.0 1,015,535 100.0 68,214 6.7

（７）学校給食共同調理場事業特別会計

　１．歳　入 （単位：千円、％）

６．諸収入

１．下水道事業費
２．公債費
３．予備費

合　　　　計

区　　　　　　分

（単位：千円、％）
平成24年度 平成23年度

３．国庫支出金
４．繰入金

伸　率

５．繰越金

７．市債

合　　　　計

伸　率
平成24年度 平成23年度

２．使用料及び手数料

区　　　　　　分

１．分担金及び負担金

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

258,536 53.4 257,019 51.9 1,517 0.6
225,206 46.5 237,869 48.0 -12,663 -5.3

750 0.1 750 0.1 0 0.0
5 0.0 1 0.0 4 400.0

484,497 100.0 495,639 100.0 -11,142 -2.2

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

34,645 7.2 38,767 7.8 -4,122 -10.6
446,852 92.2 453,872 91.6 -7,020 -1.5

3,000 0.6 3,000 0.6 0 0.0

484,497 100.0 495,639 100.0 -11,142 -2.2

２．繰入金

（単位：千円、％）

区　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

伸　率

区　　　　　　分
平成24年度 平成23年度

伸　率

１．事業収入

１．総務費
２．事業費
３．予備費

合　　　　計

３．繰越金
４．諸収入

合　　　　計
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（８）（企）水道事業会計

　１．歳　入 （単位：千円、％）

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

421,091 85.9 418,134 88.3 2,957 0.7
69,321 14.1 55,412 11.7 13,909 25.1

490,412 100.0 473,546 100.0 16,866 3.6

　２．歳　出

増減額
当初予算額　Ａ 構成比（％） 当初予算額　Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ

421,091 81.2 418,134 83.6 2,957 0.7
97,455 18.8 81,736 16.4 15,719 19.2

518,546 100.0 499,870 100.0 18,676 3.7

平成24年度 平成23年度
伸　率

１．収益的収入
２．資本的収入

（単位：千円、％）

平成24年度 平成23年度
伸　率区　　　　　　分

合　　　　計

１．収益的支出
２．資本的支出

区　　　　　　分

合　　　　計
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実

施
計

画
事

業
　

１
章

　
安

心
し

て
子

育
て

で
き

る
ま

ち
を

築
く

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

●
4
款

1
項

2
目

【
実

】
子

ど
も

医
療

費
助

成
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
健

康
課

〕
2
1
2
,3

6
6

8
7
,7

8
0

0
1
,0

0
6

1
2
3
,5

8
0

　
子

ど
も

医
療

費
助

成
の

う
ち

、
こ

れ
ま

で
小

学
校

3
年

生
ま

で
と

し
て

い
た

通
院

費
助

成
を

小
学

校
6

年
生

ま
で

拡
大

し
、

通
院

費
、

入
院

費
と

も
に

、
小

学
校

6
年

生
ま

で
助

成
し

ま
す

。

●
3
款

2
項

4
目

【
実

】
家

庭
的

保
育

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
児

童
家

庭
課

〕
1
7
,9

5
9

7
,8

3
6

2
,3

8
3

7
,7

4
0

　
多

様
な

保
育

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
と

待
機

児
童

の
解

消
を

図
る

た
め

、
家

庭
的

保
育

者
(保

育
マ

マ
)を

育
成

し
、

居
宅

に
お

い
て

少
人

数
の

児
童

の
保

育
を

行
い

ま
す

。

●
●

9
款

2
項

3
目

【
実

】
小

学
校

施
設

改
修

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
教

育
総

務
課

〕
4
1
,9

2
7

0
1
9
,9

0
0

2
2
,0

2
7

0

　
清

水
口

小
学

校
体

育
館

耐
震

補
強

工
事

等
の

実
施

設
計

及
び

白
井

第
一

小
学

校
校

舎
耐

震
補

強
工

事
等

の
基

本
設

計
を

行
い

ま
す

。

●
●

9
款

2
項

3
目

【
実

】
小

学
校

校
舎

増
築

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
教

育
総

務
課

〕
4
9
4
,9

5
0

1
0
9
,8

5
8

3
0
5
,2

0
0

7
9
,8

9
2

0

　
大

山
口

小
学

校
区

の
児

童
数

の
増

加
に

伴
う

学
区

変
更

に
よ

り
、

七
次

台
小

学
校

に
お

い
て

教
室

が
不

足
す

る
こ

と
か

ら
校

舎
の

増
築

を
行

い
ま

す
。

●
●

9
款

3
項

3
目

【
実

】
中

学
校

施
設

改
修

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
教

育
総

務
課

〕
6
,1

2
2

0
4
,5

0
0

1
,6

2
2

0

　
災

害
時

の
避

難
所

に
指

定
さ

れ
て

い
る

大
山

口
中

学
校

体
育

館
耐

震
補

強
工

事
等

の
実

施
設

計
を

行
い

ま
す

。

　
２

章
　

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

ま
ち

を
築

く
（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

●
2
款

1
項

5
目

【
実

】
市

役
所

庁
舎

整
備

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
管

財
契

約
課

〕
1
0
,0

0
0

0
0

0
1
0
,0

0
0

　
現

庁
舎

の
耐

震
性

能
の

不
足

及
び

老
朽

化
等

の
問

題
に

対
応

す
る

た
め

、
整

備
を

促
進

し
ま

す
。

平
成

2
4
年

度
は

、
庁

舎
整

備
検

討
委

員
会

の
提

言
を

受
け

、
整

備
工

法
の

絞
り

込
み

に
必

要
な

検
討

を
し

ま
す

。

7
款

4
項

1
目

【
実

】
建

築
物

耐
震

化
支

援
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
都

市
計

画
課

〕
6
,7

8
4

3
,3

5
0

0
0

3
,4

3
4

　
旧

耐
震

基
準

の
戸

建
住

宅
、

区
分

所
有

住
宅

に
係

る
耐

震
診

断
の

実
施

に
対

す
る

助
成

と
戸

建
住

宅
の

耐
震

改
修

に
対

す
る

助
成

を
し

ま
す

。

●
8
款

1
項

4
目

【
実

】
地

域
防

災
計

画
推

進
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
市

民
安

全
課

〕
1
0
,1

5
7

0
0

0
1
0
,1

5
7

　
市

内
で

想
定

さ
れ

る
災

害
の

危
険

性
を

把
握

す
る

防
災

ア
セ

ス
メ

ン
ト

調
査

結
果

を
踏

ま
え

、
総

合
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

を
作

成
し

ま
す

。
ま

た
、

市
民

と
の

意
見

交
換

会
等

を
通

し
て

防
災

体
制

や
備

蓄
・
給

水
体

制
、

避
難

場
所

等
の

見
直

し
を

進
め

る
こ

と
に

よ
り

地
域

防
災

計
画

を
よ

り
実

践
的

な
も

の
に

見
直

し
し

ま
す

。

●
介

護
会

計
4
款

1
項

1
目

4
款

1
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目
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実

】
介

護
予

防
事

業
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高
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者
福

祉
課
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1
8
,1

4
1

6
,7
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7

0
1
1
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6
4

0

　
２

次
予

防
高

齢
者

（
心

身
の

機
能

低
下

が
み

ら
れ

る
高

齢
者

）
の

把
握

事
業

を
強

化
し

、
介

護
が

必
要

と
な

ら
な

い
よ

う
生

活
し

て
い

た
だ

く
た

め
に

、
介

護
予

防
講

座
等

の
開

催
や

介
護

予
防

手
帳

の
普

及
を

行
い

ま
す

。
ま

た
、

一
般

高
齢

者
へ

の
介

護
予

防
啓

発
も

行
い

ま
す

。

●
●

介
護

会
計

4
款

1
項

2
目

【
実

】
介

護
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
　

　
〔
高

齢
者

福
祉

課
〕

9
6
0

3
6
0

0
6
0
0

0

　
介

護
予

防
支

援
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

創
設

に
よ

り
、

社
会

参
加

活
動

を
通

じ
た

介
護

予
防

を
推

進
し

ま
す

。

●
3
款

1
項

1
目

【
実

】
地

域
福

祉
計

画
策

定
推

進
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
社

会
福

祉
課

〕
3
,3

5
4

0
0

0
3
,3

5
4

　
地

域
社

会
に

お
け

る
市

民
の

福
祉

向
上

を
推

進
す

る
た

め
、

地
域

福
祉

計
画

を
策

定
し

、
推

進
し

ま
す

。

７
　

平
成

２
４

年
度

主
要

事
業

（
一

般
会

計
及

び
特

別
会

計
）

予
算

事
業

名
事

業
費

左
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財
源

内
訳

事
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新 規
予

算
科

目

事
業
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要
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新 規
事

業
費
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の

財
源

内
訳

予
算

科
目

予
算

事
業

名
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進
す

る
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め
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頸
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ん
ワ

ク
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ン
、

肺
炎

球
菌

ワ
ク

チ
ン

、
Ｈ
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ン
フ

ル
エ

ン
ザ
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型

)ワ
ク

チ
ン

の
接

種
費

用
を

助
成

し
ま

す
。

●
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保
会

計
8
款

2
項

1
目

【
実

】
人

間
ド

ッ
ク

等
受

検
費

用
助

成
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
保

険
年

金
課

〕
6
,1

0
0

0
0

0
6
,1

0
0

　
疾

病
の

早
期

発
見

・
予

防
の

た
め

、
国

民
健

康
保

険
加

入
者

で
、

満
4
0
歳

以
上

7
5
歳

未
満

の
方

を
対

象
に

人
間

ド
ッ

ク
及

び
脳

ド
ッ

ク
受

検
費

用
の

一
部

を
助

成
し

ま
す

。
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躍
で

き
る

ま
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く
（
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円
）
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方
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源

●
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2
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1
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1
0
目

【
実

】
地

域
活

性
化

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
市

民
活

動
支

援
課

〕
3
3

0
0

0
3
3

　
市

内
6
地

区
の

複
合

施
設

の
管

理
運

営
に

つ
い

て
、

協
働

の
ま

ち
づ

く
り

の
観

点
か

ら
、

市
民

と
の

協
働

に
よ

る
公

共
施

設
の

管
理

運
営

の
あ

り
方

を
検

討
し

ま
す

。
平

成
2
4
年

度
は

調
査

研
究

を
し

ま
す

。

9
款

4
項

8
目

【
実

】
プ

ラ
ネ

タ
リ

ウ
ム

館
営

繕
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
文

化
課

〕
1
,9

4
7

0
0

1
,9

0
5

4
2

　
プ

ラ
ネ

タ
リ

ウ
ム

の
投

映
に

支
障

が
で

な
い

よ
う

機
器

の
整

備
を

行
う

と
と

も
に

、
プ

ラ
ネ

タ
リ

ウ
ム

本
体

の
更

新
を

含
め

た
営

繕
計

画
を

各
分

野
、

専
門

家
の

意
見

を
取

り
入

れ
て

検
討

し
ま

す
。

●
5
款

1
項

3
目

【
実

】
農

産
物

ブ
ラ

ン
ド

化
推

進
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
農

政
課

〕
2
,5

8
9

0
0

0
2
,5

8
9

　
農

産
物

の
付

加
価

値
を

高
め

ブ
ラ

ン
ド

強
化

を
図

る
た

め
、

生
産

者
等

に
よ

る
国

内
外

で
の

販
路

拡
大

・
販

売
促

進
活

動
に

対
す

る
支

援
を

推
進

し
ま

す
。

ま
た

、
市

場
等

に
お

け
る

消
費

宣
伝

活
動

の
実

施
及

び
チ

ラ
シ

・
ポ

ス
タ

ー
を

は
じ

め
と

し
た

販
売

促
進

用
資

材
を

作
成

し
ま

す
。

白
井

産
梨

の
ブ

ラ
ン

ド
化

の
方

針
を

明
確

に
す

る
た

め
、

梨
業

組
合

や
J
A

、
農

業
事

務
所

等
と

の
連

携
を

強
化

し
て

新
た

な
生

産
販

売
振

興
策

を
検

討
し

ま
す

。

●
6
款

1
項

2
目

【
実

】
中

小
企

業
活

性
化

支
援

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
商

工
振

興
課

〕
2
0
3

0
0

0
2
0
3

　
市

内
産

業
の

振
興

と
調

和
の

と
れ

た
地

域
社

会
の

発
展

及
び

市
民

生
活

の
向

上
を

図
る

た
め

、
（
仮

）
産

業
振

興
条

例
を

策
定

し
ま

す
。

●
7
款

2
項

2
目

【
実

】
工

業
団

地
ア

ク
セ

ス
道

路
整

備
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
道

路
課

〕
3
0
,0

0
0

0
0

0
3
0
,0

0
0

　
工

業
団

地
に

お
け

る
企

業
誘

致
や

既
存

企
業

の
活

性
化

を
図

る
た

め
、

工
業

団
地

へ
の

ア
ク

セ
ス

道
路

の
整

備
に

向
け

、
路

線
測

量
及

び
予

備
設

計
(概

略
設

計
を

基
に

し
た

具
体

的
な

設
計

)を
行

い
ま

す
。

　
５

章
　

み
ど

り
豊

か
で

快
適

な
ま

ち
を

築
く

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
款

1
項

5
目

【
実

】
谷

田
・
武

西
地

区
里

山
保

全
推

進
事

業 　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
環

境
課

〕
8
7

0
0

0
8
7

　
谷

田
・
清

戸
地

区
に

お
け

る
湧

水
地

の
保

全
に

関
す

る
整

備
方

針
を

策
定

す
る

た
め

、
市

民
や

関
係

団
体

等
で

構
成

す
る

協
議

会
を

組
織

し
ま

す
。

　
ま

た
、

整
備

方
針

に
つ

い
て

地
元

市
民

の
理

解
を

得
る

た
め

、
説

明
会

を
開

催
し

ま
す

。

4
款

1
項

5
目

【
実

】
省

資
源

・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
推

進
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
環

境
課

〕
8
,0

0
0

5
,6

0
0

0
1
1
0

2
,2

9
0

　
地

球
温

暖
化

の
防

止
や

環
境

へ
の

負
荷

を
低

減
す

る
た

め
、

住
宅

用
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

を
設

置
し

た
費

用
に

対
し

、
電

力
会

社
に

電
力

を
売

電
す

る
こ

と
を

要
件

と
し

て
、

補
助

金
を

交
付

し
ま

す
。

●
7
款

4
項

1
目

【
実

】
限

定
特

定
行

政
庁

・
事

務
処

理
移

行
推

進
事

業
(建

築
指

導
総

務
事

務
に

要
す

る
経

費
に

計
上

)
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
都

市
計

画
課

〕

5
9
3

0
0

1
5
9
2

　
木

造
住

宅
な

ど
小

規
模

建
築

物
の

建
築

行
政

に
関

す
る

事
務

を
行

う
限

定
特

定
行

政
庁

と
し

て
発

足
し

、
地

域
に

即
し

た
き

め
細

や
か

な
行

政
の

運
営

を
図

り
ま

す
。

　
ま

た
、

良
好

な
住

環
境

の
整

備
を

推
進

す
る

た
め

、
一

定
の

開
発

許
可

な
ど

の
権

限
に

つ
い

て
、

県
か

ら
市

へ
移

行
す

る
た

め
の

準
備

を
進

め
ま

す
。

重 点
新 規

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

重 点
新 規

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

重 点
新 規
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

●
7
款

2
項

1
目

【
実

】
市

道
維

持
修

繕
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
道

路
課

〕
1
6
3
,9

8
8

8
,0

0
0

1
0
,8

0
0

0
1
4
5
,1

8
8

　
交

通
量

の
増

加
な

ど
に

よ
り

破
損

の
著

し
い

舗
装

及
び

排
水

施
設

な
ど

の
補

修
を

行
い

ま
す

。

●
●

7
款

2
項

2
目

【
実

】
市

道
新

設
改

良
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
道

路
課

〕
1
3
1
,1

5
7

7
,7

0
0

5
,6

0
0

0
1
1
7
,8

5
7

　
安

全
で

円
滑

な
道

路
交

通
を

確
保

す
る

た
め

、
幹

線
市

道
の

整
備

及
び

一
般

市
道

の
拡

幅
等

の
改

良
や

必
要

性
の

高
い

未
舗

装
道

路
の

舗
装

を
行

い
ま

す
。

7
款

3
項

1
目

【
実

】
水

路
維

持
改

修
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
道

路
課

〕
3
0
,0

0
0

0
0

0
3
0
,0

0
0

　
神

崎
川

支
流

水
路

の
う

ち
、

河
原

子
地

先
か

ら
平

塚
地

先
ま

で
の

水
路

の
改

修
整

備
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

幹
線

市
道

0
0
－

0
0
5
号

線
等

平
塚

地
区

の
道

路
排

水
流

末
を

確
保

し
、

道
路

整
備

に
着

手
し

ま
す

。

●
下

水
道

会
計

1
款

1
項

2
目

【
実

】
七

次
中

継
ポ

ン
プ

場
更

新
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
上

下
水

道
課

〕
1
6
9
,5

9
0

7
5
,6

5
0

9
3
,8

7
0

7
0

0

　
下

水
を

処
理

施
設

へ
送

る
七

次
中

継
ポ

ン
プ

場
は

、
築

3
3
年

が
経

過
し

、
耐

震
診

断
及

び
設

備
の

経
年

劣
化

か
ら

平
成

2
6
年

度
ま

で
に

耐
震

構
造

に
よ

る
建

て
替

え
を

行
い

ま
す

。

●
下

水
道

会
計

1
款

2
項

1
目

【
実

】
雨

水
排

水
施

設
整

備
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
上

下
水

道
課

〕
1
0
4
,5

3
9

4
0
,3

5
0

4
7
,5

3
0

1
6
,6

5
9

　
白

井
地

区
の

一
部

に
雨

水
管

渠
の

整
備

を
行

う
と

と
も

に
冨

士
地

区
の

整
備

計
画

を
策

定
し

ま
す

。

　
第

３
部

　
計

画
を

推
進

す
る

た
め

に
（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
款

1
項

1
目

【
実

】
事

業
仕

分
け

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
財

政
課

〕
2
,1

5
8

0
0

0
2
,1

5
8

　
事

業
の

必
要

性
や

実
施

主
体

の
あ

り
方

な
ど

に
つ

い
て

、
公

開
の

場
で

外
部

の
視

点
に

よ
る

公
平

・
客

観
的

な
評

価
を

行
う

事
業

仕
分

け
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

事
業

の
目

的
や

本
質

を
明

確
化

し
、

さ
ら

な
る

行
政

改
革

の
推

進
、

市
民

へ
の

説
明

責
任

の
徹

底
、

職
員

の
意

識
改

革
を

図
り

ま
す

。

■
実

施
計

画
事

業
以

外
の

事
業

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

●
●

3
款

2
項

4
目

4
款

1
項

6
目

5
款

1
項

3
目

6
款

1
項

2
目

7
款

2
項

1
目

7
款

4
項

2
目

9
款

1
項

3
目

9
款

2
項

1
目

9
款

3
項

1
目

9
款

5
項

2
目

放
射

能
対

策
事

業
に

要
す

る
経

費

 　
　

【
関

係
課

】
  

環
境

課
、

農
政

課
、

商
工

振
興

課
　

児
童

家
庭

課
、

都
市

画
課

、
道

路
課

　
教

育
総

務
課

、
学

校
教

育
課

　
生

涯
学

習
課

1
5
,2

3
0

4
,2

1
3

0
2
7

1
0
,9

9
0

　
放

射
能

に
関

し
て

、
市

民
の

不
安

を
解

消
す

る
た

め
、

保
育

園
、

小
・
中

学
校

及
び

公
園

等
の

大
気

中
の

放
射

線
量

測
定

に
加

え
、

農
産

物
の

検
査

や
小

・
中

学
校

、
市

民
プ

ー
ル

の
水

質
検

査
を

継
続

し
て

行
い

ま
す

。
　

な
お

、
平

成
2
3
年

度
中

に
パ

ブ
リ

ッ
ク

・
コ

メ
ン

ト
な

ど
を

経
て

策
定

さ
れ

る
除

染
実

施
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
除

染
の

経
費

に
つ

い
て

は
、

補
正

予
算

等
に

よ
り

早
急

に
予

算
措

置
を

講
じ

、
計

画
的

に
除

染
作

業
を

実
施

し
ま

す
。

●
●

7
款

4
項

1
目

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
助

成
事

業
に

要
す

る
経

費

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
　

　
　

　
〔
都

市
計

画
課

課
〕

1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

0
0

5
,0

0
0

　
市

民
の

生
活

環
境

の
向

上
と

住
宅

関
連

産
業

を
中

心
と

す
る

市
内

産
業

の
活

性
化

、
雇

用
の

創
出

を
図

る
た

め
、

市
内

事
業

者
に

よ
り

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
を

行
っ

た
方

に
対

し
、

費
用

の
一

部
を

助
成

し
ま

す
。

●
9
款

4
項

1
目

ニ
ー

ト
・
ひ

き
こ

も
り

対
策

事
業

に
要

す
る

経
費 　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
生

涯
学

習
課

〕

2
6
0

0
0

0
2
6
0

　
最

初
ど

こ
に

相
談

し
て

よ
い

か
わ

か
ら

ず
悩

ん
で

い
る

ニ
ー

ト
・
ひ

き
こ

も
り

の
人

や
そ

の
家

族
を

対
象

に
、

市
長

部
局

で
行

っ
て

い
る

「
こ

こ
ろ

の
相

談
」
と

連
携

し
て

、
専

門
員

に
よ

る
相

談
業

務
を

行
い

ま
す

。
ま

た
、

相
談

内
容

に
応

じ
、

関
係

機
関

を
紹

介
し

た
り

、
社

会
教

育
団

体
な

ど
に

協
力

し
て

も
ら

い
、

各
種

活
動

に
参

加
で

き
る

機
会

を
提

供
し

ま
す

。

事
業

の
概

要
重 点

新 規
予

算
科

目
予

算
事

業
名

事
業

費
左

の
財

源
内

訳

事
業

費
左

の
財

源
内

訳
事

業
の

概
要

重 点
新 規

予
算

科
目

予
算

事
業

名

事
業

の
概

要
重 点

新 規
予

算
科

目
予

算
事

業
名

事
業

費
左

の
財

源
内

訳
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